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2020年９月に菅義偉内閣が発足し、少子化対策として不妊治療の保険適用拡大を表明した。保険

適用拡大は、2022年度の診療報酬改定に向けて整備することとされ1、それまでの暫定的な措置とし

て、不妊治療のための助成制度を拡充することとなった。今回の拡充では、２回目以降の助成額の増

額のほか、所得制限を撤廃したこと、助成回数を生涯で通算６回までから、子ども１人につき６回ま

でとしたこと、事実婚も対象としたことがこれまでと大きく異なる。一方で、妻の年齢制限は、これ

までと同じく 43歳未満とされている。 

NPO法人 Fineが実施した「不妊治療と経済的負担に関するアンケート 20182」によると、不妊治

療をしたことがある人、もしくは不妊を心配したことのある人のうち、助成金を申請したことがない

人が半数にのぼった。申請をしたことがない人の最大の理由が「所得制限を超えるから」だったこと

から、所得制限の撤廃によって助成を受けられる人が増加することが見込まれる。 

 

 

1――不妊治療は、一般的に検討される身近な治療 

2020年 10月に日本産科婦人科学会が公表した統計によると、2018年に体外受精（顕微授精含

む）で生まれた子どもは、過去最多の５万 6979人だった。同年の総出生数は 91万 8400人3だった

ことから、16人に 1人が体外受精で生まれた計算となる。 

総治療件数も 45万 4893件と、過去最多だった。しかし、世代人口の多い団塊ジュニアが 40歳代

後半になり、それとともに妊娠の可能性が高い女性の人口総数が減少に転じていることから、治療総

件数増加のペースは緩やかになってきている4（図表１）。 

 
1  2020年 12月 14日「全世代型社会保障改革の方針（案）」 
2  2018年 9月 18日～2019年１月 31日実施。不妊治療をしたことがある人、もしくは不妊を心配したことのある人を対

象としたＷＥＢ調査。回答数 1,576人（うち不妊治療の経験がある人 1,497人）。 
3  厚生労働省「人口動態統計（2018年）」 
4  日本産科婦人科学会誌 72巻 10号（2020年）「令和元年度倫理委員会 登録・調査小委員会報告」 
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国立社会保障・人口問題研究所の「第

15回出生動向基本調査（2015年）」によ

ると、不妊を心配したことがある夫婦は

35.0％にのぼる5。また、実際に不妊の検

査や治療を受けたことがある夫婦は

18.2％で、夫婦全体の約 5.5組に１組、子

どもがいない夫婦の 3.5組に１組にあた

り、不妊治療は、一般的に検討される治療

であり、身近な問題と言えるだろう。 

 

 

2――公的医療保険における現在の適用状況 

1｜不妊治療の種類と現状 

不妊の原因は、卵管や子宮、頸管等因子のほか、内分泌因子、男性因子があると言われる。さら

に、原因不明も一定程度あるとされる6。また、出産を希望する夫婦の年齢も要因となる。治療法と

しては、不妊の原因が特定できるものについては、手術や薬物療法によって原因を取り除くことが検

討される。原因が取り除ききれない場合、患者の状態や年齢に応じて、排卵日を診断して性交のタイ

ミングを合わせるタイミング指導、内服薬や注射で卵巣を刺激して排卵をおこさせる排卵誘発法、別

途採取した精液を子宮に注入する人工授精などの一般不妊治療、さらには、卵巣から排卵直前の卵子

を採取し（採卵）、別途精子を取り出して（採精）、体の外で受精させてから子宮内に戻す（胚移植）

体外受精や顕微授精などの生殖補助医療が検討される7。最近では徹底して原因を追究してそれに対

応する治療を行うよりも、ほぼすべての不妊原因に対応できる体外受精や顕微授精を早めに選択する

ケースもあるとされる8。 

 

2｜公的医療保険でのカバー範囲 

こういった治療には、公的な医療保険が適用されるものと適用されないものがある。 

公的医療保険が適用される診療については、患者の自己負担は原則として３割であり、適用外の診

療については全額患者の自己負担となる。日本では、混合診療を認めておらず、保険が適用される治

療を行うときでも保険適用外の薬剤などと組み合わせる場合は、原則として患者が保険適用分を含め

て全額を自己負担することになっている。 

不妊治療の場合、医師に排卵日を予想してもらうタイミング指導、卵胞の成熟を促すための排卵誘

発剤の使用、不妊の原因を探るための一部の検査は保険診療の対象となっている。原因を探る検査の

 
5  国立社会保障・人口問題研究所「第 15回出生動向基本調査（2015年）」より。調査対象は、妻の年齢が 50歳未満の夫

婦（回答者は妻）。 
6  法務省法制審議会民法第７会議「日本の生殖補助医療の現状と課題」（2020年２月 25日）によれば、卵管因子が 30～

35％、内分泌因子が 25～30％、男性因子が 20～40％、子宮因子が 10％、頸管因子が 5％、原因不明が 10％である。 
7  厚生労働省「不妊治療と仕事の両立サポートハンドブック」 
8  ニッセイ基礎研究所編「みんなに知ってほしい不妊治療と医療保障」保険毎日新聞社 

図表１ 体外受精・顕微授精による出生児数 

 
（資料）日本産科婦人科学会ART データブック 2018年より作成 
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過程で何等かの異常が見つかれば、その異常についての治療は多くの場合、保険診療の対象となる。

しかし、こういった治療やタイミング指導等を行っても妊娠に至らない場合に行う人工授精や体外受

精・顕微授精は、現在のところ保険は適用されていない（図表２）。 

 

図表２ 保険適用状況（2021年１月現在） 

 
（資料）各種資料より筆者作成 

 

厚生労働省が 2020年秋に行った不妊治療の費用に関する実態調査の中間報告では、薬の使用量や

治療法によって幅があり、１回あたりの体外受精にかかる治療費は 37～58万円9と高額である。治

療は、２～５年間継続している人が多く10、17％が治療費の総額が 300万円以上かかっているという

統計もある11,12。さらに、同中間報告によると最低は 16万円、最高は 98万円と、医療機関によるば

らつきが大きいことも特徴とされる。治療費の設定方法については、定額の医療機関もあれば、採卵

しても１個も採取できない場合は低額で済む医療機関、治療がうまく進んだ場合に成功報酬として費

用を受け取る医療機関等、様々な考え方に基づき区々であるようだ。 

 

 

3――助成制度と保険適用に向けた議論 

不妊治療費に対する支援は、古くから自治体をベースとして実施されてきた13。 

国の動きとしては、2002年、少子化対策の一環として、厚生労働省から人工授精や体外受精等に

よる患者の経済的負担を軽減する方針が打ち出され14、保険適用拡大を含めた公的支援措置について

議論が重ねられた。最終的には、医療費財源の確保や治療費の妥当性の検証、保険適用範囲の見極

め、不妊は病気ではないといった考え方も根強い等の問題から、保険適用拡大は見送られ15、同時期

に厚生労働省で開催された「少子化社会を考える懇談会」での議論16や国民を対象に行われた「少子

化社会に対するご意見募集」における意見17を踏まえて、不妊治療に対する支援として、「特定不妊

 
9  2020年 12月 16日 読売新聞「体外受精 １回 37～58万円 厚労省調査 公的保険適用 議論へ」 
10  NPO法人 Fine「仕事と不妊治療の両立に関するアンケート Part2」2017年 10月 

11  2020年 11月 25日 NHK政治マガジン「不妊治療への保険適⽤の拡⼤ どうすれば実現するのか」 

12  2020年 10月 18日 朝日新聞「不妊治療、保険適用に切実な声「授かるまで 400万円」では、数千万円かかっている例

も紹介されている。 
13  柘植あづみ（2005年）「人口政策に組み込まれる不妊治療」国際ジェンダー学会誌第３巻 
14  2002年６月１日 毎日新聞「不妊治療に公的支援措置―厚生労働省方針」、2002年 11月５日 日本経済新聞「不妊治療

に保険適用、厚労相、来年度実施へ検討―少子化対策の一環」 
15  仙波由加里（2005年）「特定不妊治療費助成事業の現状と課題」F-GENSジャーナルNO4 
16  2003年厚生労働省内に設置。不妊治療費支援に対する意見が交わされました。 
17  2002年実施。少子化対策として、「保育園や学童保育のさらなる改善」「職場の環境改善」と並んで「不妊に対する支

援」が挙げられました。 

公的医療保険の適用

タイミング指導 保険診療

人工授精

体外受精

顕微授精

治療内容

一般不妊治療

保険外診療
生殖補助医療（高度生殖医療）
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治療費助成事業」が創設されるにとどまった（2004年度）18。男性に不妊の原因があり、特定の処

置を受けて精子を採取した場合には、これとは別に助成されることになった。 

特定不妊治療費助成事業は、不妊治療の中でも費用負担が高額になりがちな体外受精・顕微授精を

対象とし、自治体の指定した医療機関でこれらの治療を受けた場合に一定の条件のもと助成金を給付

する制度である。創設当初は、合計所得が 650万円未満の夫婦に対して、毎年 10万円を限度に通算

２年間助成するものだった。その後、通算助成期間の延長（５年）、年間の助成回数の引き上げ（２

回）、所得制限の緩和（730万円未満）、１回あたりの助成額の増額（15万円。初回のみ 30万円）

等、助成内容は徐々に拡充された19。 

その一方で、2013年に開かれた「不妊に悩む方への特定治療支援事業等のあり方に関する検討

会」では、治療を受ける女性の年齢が上がるごとに、１周期あたりの生産分娩率が下がることや、妊

娠高血圧症候群、前置胎盤等といった女性の健康を害するリスクが高まることを踏まえて、助成対象

に上限年齢が設けられた（妻の年齢が 43歳未満）。また、分娩に至ったケースの９割が６回までの

治療で妊娠・出産に至っており、６回以上は回数を重ねても累積分娩割合の増加は緩慢となることを

踏まえて、通算助成回数に制限を設ける（妻の年齢が 40歳未満で通算６回、43歳未満で通算３回）

等、助成対象を厳格化する動きが出てきた。 

2020年９月に菅義偉内閣が発足し、少子化対策として不妊治療の保険適用拡大を表明した。保険

適用拡大は、2022年度の診療報酬改定に向けて整備することとされ20、それまでの暫定的な措置と

して、不妊治療のための助成制度を拡充することとなった。今回の拡充では、２回目以降の助成額の

増額のほか、所得制限を撤廃したこと、助成回数を生涯で通算６回までから、子ども１人につき６回

までとしたこと、事実婚も対象としたことがこれまでと大きく異なる。一方で、妻の年齢制限は、こ

れまでと同じく 43歳未満とされている。 

 

図表３ 2021年１月の助成拡充 

 
（資料）厚生労働省サイト「不妊に悩む夫婦への支援について」 

 

 

 
18  2003年７月 18日 日本経済新聞「少子化対策、不妊治療、年 10万円助成 概算要求に厚労省反映 児童手当９歳まで」、

2004年３月「特定不妊治療費助成事業の実施について」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） 
19  厚生労働省（2013年５月）「不妊に悩む方への特定治療支援事業等のあり方に関する検討会」第１回資料「不妊治療を

めぐる現状」 
20  2020年 12月 14日「全世代型社会保障改革の方針（案）」 

2020年12月まで 2021年１月から

所得制限 730万円未満（夫婦合算の所得） 撤廃

助成額 １回15万円（初回のみ30万円） １回30万円

助成回数
生涯で通算６回まで

（40歳以上43歳未満は３回）

１子ごと６回まで

（40歳以上43歳未満は３回）

対象年齢 妻の年齢が43歳未満 変更せず
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2020年 12月に全世代型社会保障検討会議が示した改革の方針案に、2022年度の保険適用拡大に

向けた工程表が盛り込まれた。工程表では、2021年夏頃までに、日本産科婦人科学会などが医療機

関向けの診療ガイドラインを策定し、ガイドライン策定後、中央社会保険医療協議会が体外受精や顕

微授精等について、標準的な治療法や診療報酬を議論し、有効性や安全性を検証したうえで、2022

年初めには保険適用を正式に決定するといった工程が示された。 

 

日本では、混合診療を認めておらず、治療法が保険適用されても保険適用外の薬剤などと組み合わ

せる場合は、原則として患者が保険適用分も含めて全額を自己負担することになっている。しかし、

不妊治療では、保険適用されていない薬剤を使用することが多いことから、例外的に保険外の薬剤等

との併用を認めることが検討されている21。さらに、妊娠しても流産や死産を繰り返す不育症に対し

ても、2021年度から支援を行うことや22,23、現在保険外診療である胎児の染色体検査に１回あたり

５万円を上限に助成することが検討されている。また、流産や死産を経験した患者の心のケアのため

の相談体制も強化することが予定されている。 

 

 

4――公的医療保険適用拡大に向けた期待と課題 

保険適用拡大に向けて議論が進んでいるが、現在のところ、どういった治療や薬剤が保険適用とな

るのか、混合診療が認められるのか、年齢や治療回数に上限が設けられるのか等、具体的な条件は、

まだ明らかになっていない。したがって、ここでは、新聞等情報をもとに、保険適用拡大に向けた期

待と課題について検討したい。 

まず、所得制限なく不妊治療における経済的負担が軽減されることは、出産を望みながら経済的な

負担を理由にあきらめざるを得なかった人にとっては前進だろう。これまで、治療効果が出やすい若

年患者ほど高額な治療費が負担できず、治療を断念する傾向があったが24、保険適用によって、経済

的負担が軽減されれば、早い段階で治療を進めることができる。また、不妊治療への関心が高まるこ

とで、不妊に悩む患者の治療の後押しにつながると好意的に受け止められている25。 

これまで治療費は医療機関によるばらつきがおおきかったが、国等による実態把握が進むことで、

不適切な治療や価格設定をしている医療機関があったとすれば、是正される可能性がある。治療成績

についても、これまで医療機関により異なった条件で開示されていたが、一定条件に基づく情報が得

られる可能性がある。 

しかし、一方で、課題も指摘されている。保険では疾病ごとの診療行為や薬剤に価格が定められる

ため、保険適用のためには一定程度、治療の標準化が必要となる。不妊治療には、これまで自由診療

のメリットを最大限に活用して、新しい医療機器や技術を早く導入し、それぞれの夫婦に合った方法

 
21  2020年 12月 15日 日本経済新聞「不妊治療、来月から助成拡充、２回目以降も 30万円。」 
22  2021年１月 12日 東京新聞速報版「流産・死産繰り返す「不育症」 国が検査費を助成へ 「原因分かり、適切な管理な

ら 85％が出産」 
23  2020年 11月 28日 読売新聞「不妊治療「22年度保険適用」政府工程表 助成拡充 来年１月」 
24  NPO法人 Fine「不妊治療が高額化！ 若い世代ほど治療断念」2019年３月 
25  2020年 11月 25日 NHK政治マガジン「不妊治療への保険適⽤の拡⼤ どうすれば実現するのか」 
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を探りながら治療してきた経緯がある。仮に保険適用範囲を限定することで、治療の選択肢が狭まれ

ば、患者のメリットにはつながらない。保険適用のためには安全性や有効性の確認が必要となるた

め、新たな治療の導入には時間を要することも考えられる。 

また、診療報酬が低く抑えられた場合、治療の質の低下につながりかねないことも指摘されている

26。助成制度と比べて保険を適用した方が財源が安定するとの考えがあるが、組合健保の中には、規

模が小さい組合や、加入者の性・年齢が偏っている組合もあり、保険適用による影響が大きく表れる

健保もあるかもしれない。保険で賄うようになれば、保険料を負担する被保険者の理解を得ることも

重要となる。さらに、少子化対策の一環として出てきた政策であるために、保険適用されることで、

周囲から治療を勧められるなど、子どもを産まない選択がしづらくなるのではないか、といった指摘

もある 15。 

 

不妊治療に関しては、ここで扱った夫婦間の治療以外に、卵子提供、代理懐胎等、多くの検討すべ

き課題がある。第三者が介在する治療については、次稿で扱うこととするが、治療とそれをサポート

する体制が女性やその家族の人生にもたらす影響について、広い視点で議論していく必要があると思

われる。 

 

 
26  2020年 12月 15日 東京新聞「核心 不妊治療 所得制限撤廃は前進 きょう閣議決定 保険適用へ「混合診療」など課題 


